平成２４年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会派名
	市政創造

	員名
	我妻静夫・岡田健一・山川明・山中正尚・古澤孝市・徳中嗣史・早川昇三

	調査実施年月日
	平成２４年　４月１１日（水）　〔４月１０日（火）　現地視察〕　　

	調査先　自治体名等
	宮城県　仙台市 消防局　減災推進課　

	調査項目
	震災被災地の現地視察・津波情報伝達システムについて

	調査目的
	震災被災地の現地視察及び津波情報伝達システムについての調査

	報告内容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

　人口　：　１，０６３，０２４　人（Ｈ２４．３．３１現在）　　　行政面積　：　７８５．８５　ｋ㎡

２　視察内容
①仙台市内震災被災地現地視察
　　・荒浜地区住宅地、農地の被災状況について。

　　・仮設住宅の入居状況について。

　　・仙台港の被災状況と復興の取り組み状況について。

　　・震災がれき処理施設の状況について。

　　・震災廃棄物処理施設の状況について。

　②仙台市津波情報伝達システムについて
　　・津波情報伝達システムについて。

　　・津波情報伝達方法の種類について。

	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	1． 震災被災地の現地視察

仙台市の沿岸部を中心に被災地の現地視察を行いました。TVなどの報道で被災地の状況や多くの人的被害がなど見ておりましたが実際に現地を視察して地震、津波被害の大きさと恐ろしさを実感しました。押しつぶされた自動車の山、家の基礎だけが残された住宅地や未だに海水が引かない砂で埋もれた田畑など改めて被災状況の大きさを目の当たりにしました。また、現地を案内してくれましたガイドの方から震災当時の津波の状況について説明があり、｢如何に早く避難するかが大切｣と言うお話がありました。本市においても自主防災組織の早期結成と避難訓練の定期的な実施など防災意識の向上と避難訓練などの取り組みが必要と感じました。
２．仙台市津波情報伝達システム

仙台市では、明治２９年と昭和８年に三陸地震津波があり、昭和３５年にはチリ地震による津波など今日まで大きな被害を受けてきました。また、昭和５８年には、日本海中部地震で予想外の大津波が発生し、多くの人々が犠牲となり、このとき津波警報の発令や情報伝達の遅れが指摘されました。このようなことから仙台市では、沿岸部に津波予報や避難情報を迅速に伝達するための津波情報伝達システムの整備をしました。このシステムは、防災行政用無線を活用し、津波予報や避難情報などを沿岸部に設置した屋外拡声装置からサイレンや音声により一斉に伝達するもので、防災行政無線の親局設備は消防局に設置し、迅速な情報伝達を可能としています。また、内陸部の地域では、円滑な避難行動を促すため、テレビやラジオからの情報のほか、町内会役員や消防団の一部の方に住宅内での受信が可能である戸別受信機（聴覚に障害のある方には文字表示機能付）を貸与しています。このように仙台市では、過去の災害を教訓に防災（特に津波）対策に取り組み、如何に迅速に情報伝達を行い、早く避難させる取り組みを行っています。本市においても東町地区など津波浸水地区にこのような屋外拡声器を設置して災害発生時の迅速な対応、避難が出来るような取り組みが必要と思いました。


